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限度額適用認定証の運用に当たっての留意点

70歳未満の被保険者が限度額適用認定証の交付を受ける際は、各種添付書類を添えて申請書を提出するとともに、

保険料（※）の滞納がないことが条件となっている（国保法施行規則第27条の14の２第１項第３号）。 ※延滞金は含まない。

ただし、特別の事情がある場合（災害、盗難・病気、負傷・事業の休廃止、事業の著しい損失、又はこれらに類す

る事項）又は保険者が適当と認める場合は、保険者の判断により交付する事も可能とされている。

被保険者に限度額適用認定証の交付を行わない場合は、交付されない理由と、当該理由を解消の上再度申請すれば

交付されることについて、説明を行っていただく必要がある。

非課税世帯に属する70歳以上の被保険者の自己負担限度額の適用区分については、総所得金額等（公的年金等の支給を受ける者につ

いては公的年金等控除額を80万円として算定）の有無により判定を行う。

※各所得の算定に当たっては、損益通算、純損失・雑損失の繰越控除適用後の所得金額を用いる。

所得額が少ない被保険者については、控除漏れ等がないか確認する等、被保険者の生活実態に即した判定を行うよう留意して頂く必

要がある。

70歳から74歳の被保険者における所得判定

【交付申請】
●適用区分の確認
●保険料滞納の有無

滞納がある場合は
原則交付対象外

生活困窮者は一部負担金の減免
または生活保護の申請支援も検討
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